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｢固定資産の減損会計に関する一考察」

多賀寿史

1．減損の概念整理と論文の視点

現在、日本では会計制度の大変革期である。日本経済新聞･や週刊「東洋経

済」といった雑誌においても会計変革の問題が取り上げられていることは周

知のごとくである。会計制度の大変革期は、「会計ビックバン」と呼ばれてい

るが、この会計ピックバンの最大の目玉が「取得原価主義会計」から「時価

会計」への移行であるといって過言ではない。周知のように、1940年のペイ

トンリトルトン「会社会計基準序説」（'）によって取得原価主義会計が確立

し、以後軒余曲折があるにせよ、一貫して取得原価主義会計が維持されてき

た。ところが、1998年の金融商品会計基準の導入を契機に、徐々に取得原価

主義会計の中に時価会計が浸透し始めてきたことは周知のごとくである。と

ころで、先に述べた粁余曲折の話であるが、この系譜については、石川純治

教授が次のように３つの区分に分類されている。（２）

第１の時代：1970年代に資本維持概念を基軸に活発な議論が展

開された、時価会計、すなわち「個別価格変動会計」の時代。こ

こでの論点は、実物の費用性資産がその対象であり、その時価変

動の特徴はここの資産価格の持続的騰貴(一方的上昇)であった。

第２の時代：1980年代中頃から1990年代をへて今日の最終段階に

至っている金融商品を中心とした時価会計、すなわち「公正価値

会計」の時代、ここでの論点は、費用性資産ではなく金融資産・

負債がその対象となり、その時価も文字通り価格の変動（上下変

動）であった。

第３の時代：今日わが国で議論され始めるようになった「減損会
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計」であるが、ここでの時価変動は収益性の低下にともなう個別

資産価格の著しい下落（￣方的下降）である。

ところで、第１の時代が、「実物資産に係るインフレ経済下の会計問題」で

あり、第２の時代が、「証券価格、金利などの相場変動リスクにさらされた金

融．証券経済下の会計問題」であり、第３の時代は、「実物資産でもデフレ経

済下の会計問題」である（３）第３の段階において新たな段階に達したといっ

て過言ではない。この第３の段階における重要な課題が、減損の認識、すな

わち固定資産の減損にかかる問題である｡

財務会計論のテキストを紐解くと、固定資産の価値の低下において物理的

原価と機能的原価が説明されている。固定資産の価値は、物理的な理由や経

済環境の変化によって急激に低下することがある○災害や事故などの偶発的

事情により物理的な損傷を受けた場合、および新技術の発明や製品市場の激

変などの外的事情により著しい機能的減価が生じた場合がそれである｡従来

は、これらの問題は減価償却で対応していたのであるが、このデフレ期にお

いては、減価償却で対応できない価値の低下が存在する｡すなわち、資産の

価値が大きく低下し、その帳簿価額を下回った状態を資産に減損が生じたと
いう。

アメリカの基準設定団体であるrhSBの基準書第121号(4)、イギリスの基

準設定団体であるＡＳＢの基準書11号では固定資産の減損に関する明確な規

定がなされており、減損会計がすでに導入されている｡また、国際会計基準

審議会（IASB）でも、３６号において減損に対する取扱いがなされている。

日本では、現在のところ固定資産の減損に対して体系的な基準は存在しな

い。このことに関して、宗像氏は「監査にさいして、時価を著しく上回る簿

価が付された有形固定資産の評価に疑問を感ずる場合が多く、今のままでは、

減損を計上せず利益を報告し続け、ある突然、資金繰りの悪化で倒産するケ

ースを容認することになる」（５）と、監査人の立場から警鐘を鳴らしている｡

最近のビジネス雑誌や日本経済新聞においても、日本において減損会計の導
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入を促すむきがある。これには、証券監督者国際機構（IOSCO）によって、

国際会計基準が承認されており、外国人投資家からも信頼される財務諸表の

作成において、国際会計基準の導入の必要性があるという点がある。この観

点から日本において諸外国の動向を視野におきながら、固定資産の減損に対

する明確な規定を設ける必要がでてきた。日本の現状はどうかというと、

2002年４月19日に企業会計審議会固定資産部会から「固定資産の減損にかか

る会計基準の設定に関する公開草案」が公表されたという状況である。日本

において、2006年３月期決算からの導入が予定されている。そこで、以下、

２．減損に対する２つのアプローチ、３．日本の現状、４．国際会計基準に

おける減損の測定、５．国際会計基準における減損の戻し入れ、６．国際会

計基準における減損時の減価償却、７．国際関係基準における財務諸表の開

示、８．国際会計基準における減損会計の理論的背景の順に言及していくこ

とにする。

２．減損に対する2つのアプローチ

①修正原価アプローチ

修正原価アプローチとは、減損の会計を「新しい原価」の設定すなわち「新

しい損益計算」の出発点と捉え、現行の会計システムの延長線上で減損の会

計を実施する方法である。継続使用する資産については見積キャッシュ・フ

ロー（割引前・利息控除前）が帳簿価額を下回る場合・処分予定の資産につ

いては公正価値（売却費用控除後）が帳簿価額を下回る場合に減損を認識す

る。当該資産の公正価値と帳簿価額との比較で減損損失が測定される。減損

損失を控除した後の帳簿価額が当該資産の新しい原価とみなされるため、回

収可能性の回復が認められたとしても減損損失の戻し入れが認められない。

これは、米国S]RAS121号の規定であり、日本の減損会計の規定も、「減損の

戻入を認めない」ことを鑑みれば、こちらの分類に入る。

②価値評価アプローチ
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減損の会計を｢企業にとっての価値｣の測定と捉える方法である。そして、

時価主義会計の隣接点で減損の会計を実施する方法である。このアプローチ

では、減損による評価損の発生の確実,性よりも、回収可能額の測定と開示を

タイムリーに実施することを重視する。この方法はイギリスの基準および国

際会計基準が採用している。

周知のごとく、財務会計には2大機能（利害調整機能と情報提供機能）が

あるが、財務会計の利害調整機能を重視し、現行の会計システム(取得原価主

義会計)を堅持し､現行の固定資産会計および棚卸資産会計の制度に整合的な

基準が維持されるべきであるという観点からは、①による基準設定が望まし

いということになろう。1966年にアメリカで「基礎的会計理論の表明

（ASOBAT)」が公表され、それに伴って、利用者の意思決定を重視する会

計(意思決定＝有用性アプローチ)へと会計観が変わりつつあるという流れに

乗って考えると、情報のタイムリー性との観点から②のアプローチのほうが

ふさわしいといえるのかもしれない。

３．減損が生じた場合における曰本の処理方法の現状

①企業会計原則と商法の規定

「企業会計原則」は、貸借対照表原則の五で、固定資産について貸借対照

表価額の決定方法を示している。その内容は次の点である。

固定資産の会計は取得原価を配分する過程であり、評価の過程ではない。

減価償却の方法と耐用期間の見積もりによって各年度に配分される金額は異

なるが、それは取得原価の配分方法の相違にすぎない。

どのような配分方法を適用しても、共通しているのは、資産の簿価の全額が

将来の営業活動を通じて回収可能だと仮定している点である。

固定資産の簿価の全額が回収できない場合における資産評価の問題を企業

会計原則はカバーしていない。減損の問題は、全額が回収できない場合の問

題である。
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商法が、第34条第２号で「固定資産についてはその取得価額または製作価

額を附し毎年１回一定の時期、会社に在りては毎決算期に相当の償却を為し

予測すること能はざる減損が生じたときは相当の減額をなすことを要す」と

規定し、予測不能な減損の発生時に「相当の減額」を要求している。固定資

産の全額を回収できない場合、および回収可能であるが資産の耐用期間の短

縮が必要な場合を想定していることが想像できる。商法の規定はこれのみで

あり、(1)減損の内容、（２）「相当の減額」の方法を具体的に示していない。

②臨時損失と臨時償却

予測不能な減損には、災害などで資産の実体が滅失・破損した場合(物質的

減損)と新技術の出現や経済環境の激変などで資産が急速に陳腐化･不適応化

した場合(機能的減損)がある。日本において、企業会計審議会連続意見書第

三および監査第一委員会報告第３号によれば、物質的減損が生じた場合、滅

失した部分の金額だけ資産の簿価を切り下げ、それを臨時損失として計上す

る。機能的減損が生じた資産については、臨時償却が行われ、減価償却累計

額の修正と臨時償却費が計上される。臨時償却費は、過年度の償却不足に対

する修正項目とみなされ、特別損失として損益計算書に記載される。臨時償

却は「正規の減価償却計算に適用している耐用年数または残存価額が、設定

に当たって予見することのできなかった機能的原因などにより、著しく不合

理になった場合などに耐用年数を変更し、または残存価額を修正し、これに

基づいて一時に行なわれる減価償却累計額の修正のための減価償却をいう｡」

臨時損失は、原価配分の過程でなく評価の過程で計上された固定資産の評価

損である。資産が滅失･破損した場合､その簿価の全額は回収できないので、

回収不能部分を資産の簿価から控除し、臨時損失として評価損を計上する。

臨時損失を計上した場合の貸方項目は固定資産になるが、臨時償却の場合は

貸方は減価償却累計額となる。

滅失・破損により簿価の全額が回収できない場合、その破損を臨時損失と

して計上できる。滅失・破損していない資産でも、簿価の全額は回収できな
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い場合がある。そのような資産についての規定は、連続意見書第三号などか

らは判断することは難しい。

③休止固定資産

監査第２委員会報告第２号によれば、休止固定資産とは、①将来再使用の

見込みが客観的にあり(例えば保守管理が経常的に行われている)、かつ②設

備としての機能を現有している固定資産のことをいう。休止固定資産につい

ても、正規の減価償却または休止を考慮して別に定めた合理的基準による減

価償却を行なうことが求められ、減価償却費は原則として営業外費用に計上

される。

監査第２委員会報告第２号は、「休止固定資産について､経済的価値の低下

または陳腐化が明らかな場合には、監査委員会報告第３号『減価償却に関す

る会計処理および監査上の取扱い」に基づき臨時償却その他必要な措置を行

い、特別損失として処理するものとする」と言及する。「臨時償却その他必要

な措置」は一般に、「臨時償却と評価損などの会計処理」と解釈される。「休

止固定資産については、経済的価値の低下または陳腐化による機能的減損を

評価損に計上することが認められている。結局のところ、わが国の現状を整

理すると、（１）滅失・破損により簿価の全額は回収できない資産における減

損（物質的減損）（２）休止固定資産の経済的価値の低下または陳腐化による

減損（機能的減損）については、制度上減損処理が行なわれていることがわ

かるのである。られていることがわかる。しかし、現在の規定では､①滅失・

破損していないが資産の簿価の全額が回収できない場合、②休止資産以外の

固定資産において発生した機能的減損､すなわち、「滅失･破損していない稼

動中の固定資産について、機能的減損により簿価の全額は回収できなくなっ

た場合、回収不能部分を資産の簿価から控除し評価損を計上する会計」を規

定する基準がわが国において備わっていない。この点をどう考えるのか、考
えていく必要がある。
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４．国際会計基準における減損の測定

IAS第36号は、簿価と回収可能額を比較して認識すべき評価損を識別し、

回収可能額が簿価を下回っていればその差額がそのまま評価損に計上される。

回収可能額とは「資産の表未売却価格と使用価値のいずれか高い金額」のこ

とである。正味売却価格は「十分な知識をもち自発的に取引を行う当事者の

間で、資産の売却について自由交渉取引が行われた時に獲得しうる金額から

処分費用を控除した額」である。一般には、市場価格から意印紙税や除去費

用などを差引いて算定される。市場価格には将来キャッシュ・フローの現在

価値が反映されており、正味売却価格の算定において暗黙のうちに現在価値

計算が行われている。

使用価値は「資産の継続使用と耐用年数の最後における処分によって獲得

される見積り将来キャッシュ・フローの現在価値」である。使用価値の算定

プロセスは次のとおりである。

①その資産の継続的使用によるキャッシュ・インフローを予測する

②キャッシュ・インフローをうるために必然的に発生するキャッシュ・

アウトフローを予測する。そのキャッシュ・アウトフローは、合理的

かつ首尾一貫した方法で当該資産に配分可能でなければならない。ま

た、財務活動による支出および法人税の支払額をキャッシュ・アウト

フローに含めてはいけない。

③耐用年数の最後に資産を処分することで受け取る(または支払う)純キ
ャッシュ・フローを見積もる。

④キャッシュ・インフローoからキャッシュ・アウトフローＯを控除
し、③の純キャッシュ・フローを加減して、当該資産の見積将来キャ

ッシュ・フローを算定する。

⑤貨幣の時間価値とその資産に固有のリスクを反映した利子率を用いて、
見積将来キャッシュ・フローを現在価値に割り引く。適用すべき利子

率は、貨幣の時間価値と資産に固有のリスクを現在の市場が評価した

ものであり、例えば投資家がその資産と同一のリスク、期間、キャッ

シュ．フローからなる項目に投資した場合に、投資家が求める収益率

に相当する。

使用価値と正味売却価格のいずれか高い金額が回収可能額になり、回収可

能額が簿価を下回る場合は、簿価を回収可能額まで切り下げる。
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IAS16号「有形固定資産」は、有形固定資産を公正価値に基づいて再評価

することを認めており、評価切上げ額は再評価剰余金勘定に記入される。こ

の基準との整合性の観点から、IAS36号は、過年度に再評価された固定資産

について減損が生じた場合、減損による評価差額を再評価剰余金勘定の借方

に記入される。再評価されていない資産については減損による評価差額を費

用として処理し、その年度の損益計算書に記載する。

５．国際会計基準における減損の戻し入れ

減損した資産について、その後回収可能額が増加すれば、簿価を回収可能

額まで切り上げ、評価差額を利益に計上する。減損の戻し入れによる簿価の

切り上げは、過年度に減損を認識しなかったと仮定した場合の簿価を越えて

はならない。超過する場合は、IAS第16号に依拠した資産の再評価とみなさ

れ、超過額を再評価剰余金勘定に貸方記入する。IAS第16号に基づき再評価

された資産については、減損の戻し入れの全額を、利益ではなく再評価剰余

金勘定に記入する。

６．国際会計基準における減損時の減価償却

減損を計上した場合、減損の戻入を記録した場合、その後の減価償却は、

修正後の簿価から残存価額を控除した金額を、残耐用年数にわたって合理的

な方法で配分することにより実施される。

７．国際会計基準における財務諸表の開示

①資産の種類ごとに減損あるいは減損の戻し入れ額

②減損にいたった事情

③回収可能額として正味売却価格が適用されたのならばその算定方法

④回収可能額として使用価値が適用されたのならばその計算に用いた割
引率などを開示する。
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８．国際会計基準における減損会計の理論的背景
①減損した資産の回収可能額の測定には、その資産を所有する企業の経

営者が合理的であれば選択するであろう行動を反映すべきである。

②もし使用価値が正味売却価格を上回っていれば、その資産を使用し続
けるほうが企業にとって合理的であり、逆に、正味売却価格が使用価

値を超過すればその資産を処分するほうが賢明である。

③経営者の合理的行動を回収可能額の測定に反映するには、使用価値と
正味売却価格のケースに応じて選択できる状況が必要である。資産を
所有する企業の経営者による合理的な見積もり(使用価値)に対して、
回収可能額に関する市場の期待値(公正価値と正味売却価格)を優先す
べきではない。

④経営者の見積もりに従い、正味売却価格と使用価値のいずれか高い金
額を回収可能額にすべきである。そして、回収可能額が簿価を下回る
場合は、簿価を回収可能額まで切り下げ、評価差額は、資産に応じて
当期の費用または再評価剰余金に計上する。

⑤資産の簿価は、最近の状況に従った回収可能額を常に反映すべきであ
る。そのため、減損を計上した資産について、その後もし回収可能額

が増加すれば、簿価を回収可能額まで切り上げなければならない。簿

価の切り上げによる評価差額は資産と金額に応じて当期の利益または
再評価剰余金に計上する。

経営者の合理的な行動を織り込み、正味売却価格と使用価値のいずれか高
い金額で回収可能額を測定するという方法は、多元的評価の体系的な理論的
枠組みを提示したとされる理論とされる1961年に発行されたエドワーズ=ベ
ル「経営利益の理論と測定」の流れを汲んでおり、その後イギリスにおいて
イギリスの会計実務基準書第16号などが採択した「企業にとっての価値」概
念へと展開された流れを汲んでいる。「企業にとっての価値」概念は、回収可
能額と取替原価のいずれか小さいほうを資産の評価額にする。減損資産に限
定すれば、国際会計基準が提起したように「回収可能額と簿価」の比較とな
る。

このようなアプローチを取る－つの目的は、「企業の将来キャッシュ・フロ
ーを評価するために財務諸表を利用する投資家にとって有用なのは、減損資
産の回収可能額に関する最新情報である」という判断からである。IASの方
法は、減損の会計を時価会計と隣りあわせで実施するため、評価差額は、減
損した資産と戻し入れの金額に応じて、損益会計の対象になったり資本会計
の対象(再評価剰余金への積立)となったりする。

９．おわりに

以上減損会計の問題について取り上げてきた。今回の論稿は減損会計の慨
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略を述べたに過ぎない。減損と減価償却の問題、減損会計と棚卸資産の低価
法の問題は詳細につめて考えていかなければ問題であろう。この問題は今後
の課題とさせていただきたい。
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